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COTOHA Voice DX Basicサービス契約約款 【現改比較表】 2021年12月27日現在 
～2021年12月26日 2021年12月27日～ 

 

 

（利用料金の支払義務） 

第21条 契約者は、本契約に基づいて本サービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料

金月から起算して、本契約の解除があった日の前日を含む料金月までの期間（提供を開始し

た日を含む料金月と解除又は廃止のあった日を含む料金月が同一の月である場合は、１か月

間とします。）について、料金表第１表（料金）に規定する利用料金（発信利用料及び着信

利用料を除きます。以下次項までにおいて同じとします。）の支払いを要します。 

 ただし、料金表第１表（料金）に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

（利用料金の支払義務） 

第21条 契約者は、本契約に基づいて本サービスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金

月から起算して、本契約の解除があった日を含む料金月までの期間（提供を開始した日を含む

料金月と解除のあった日を含む料金月が同一の月である場合は、１か月間とします。）につい

て、料金表第１表（料金）に規定する利用料金（発信利用料、着信利用料及びコール転送利用

料を除きます。以下次項までにおいて同じとします。）の支払いを要します。 

 ただし、料金表第１表（料金）に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 
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（個人情報の取り扱い） 

第38条 当社は、本サービスの提供にあたり、当社が取得する個人情報の取扱いについては、

別 記 ４ 及 び 当 社 の プ ラ イ バ シ ー ポ リ シ ー （ https://www.ntt.com/about-

us/hp/privacy.html）に定めるところによります。 

（個人情報の取り扱い） 

第38条 当社は、本サービスの提供にあたり、当社が取得する個人情報の取扱いについては、

別 記 ４ 及 び 次 に 掲 げ る 目 的 そ の 他 当 社 の プ ラ イ バ シ ー ポ リ シ ー

（https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html）に定めるところによります。 

(1) 本サービスへの契約者（その契約者に属する個人を含みます。以下、本条において同じと

します。）の情報登録及び認証の目的 

(2) 本サービス内での契約者への表示の目的 

(3) 本サービスの利用状況及び各種施策実施のための分析、当該施策の効果測定並びに本サー

ビスの品質改善のための分析その他各種分析・調査の目的 

2 当社は、次に掲げる個人情報その他当社のプライバシーポリシーに掲げる個人情報を前項に

定める目的のために利用します。 

(1) メールアドレス 

(2) 契約者の表示名 

(3) ドコモビジネスdアカウント 

3 本条と、当社のプライバシーポリシーが矛盾又は抵触する場合には、本条の定めが優先する

ものとします。 
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料金表 

通則 

  （料金の計算方法等） 

1. 当社は、本サービス契約者がその本サービス契約に基づき支払う利用料金は、料金月に従

って計算します。 

2. 当社は、第21条 （利用料金の支払義務） の規定（これに準ずる規定を含みます。）に該

当するときに限り、その利用料金（発信利用料及び着信利用料を除きます。）を日割りするこ

ととし、その他の場合については、その利用料金（発信利用料及び着信利用料を除きます。）

を日割りしません。 

3. 2の規定による利用料金（発信利用料及び着信利用料を除きます。）の日割は料金月の日

数により行います。この場合においては、第21条 （利用料金の支払義務）に規定する料金の

算出に当たっては、その日数計算の単位となる24時間をその開始時刻が属する日とみなしま

す。 

料金表 

通則 

  （料金の計算方法等） 

1. 当社は、本サービス契約者がその本サービス契約に基づき支払う利用料金は、料金月に従

って計算します。 

2.  当社は、第21条 （利用料金の支払義務） の規定（これに準ずる規定を含みます。）に該

当するときに限り、その利用料金（発信利用料、着信利用料及びコール転送利用料を除きます。）

を日割りすることとし、その他の場合については、その利用料金（発信利用料、着信利用料及

びコール転送利用料を除きます。）を日割りしません。 

3.  2の規定による利用料金（発信利用料、着信利用料及びコール転送利用料を除きます。）

の日割は料金月の日数により行います。この場合においては、第21条 （利用料金の支払義務）

に規定する料金の算出に当たっては、その日数計算の単位となる24時間をその開始時刻が属す

る日とみなします。 
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第１表 料金（附帯サービスの料金を除きます。） 

 第1 利用料金 

1. 適用 

区分 内容 

（1）利用料金

の適用 

利用料金は、2（料金額）に規定するサービス基本料及び加算料を合算

して適用します。 

（2）加算料の

適用 

ア 電話番号利用料は、2-1-2（加算料）に規定する額に、料金月にお

いて利用可能な電話番号数を乗じて得た額を適用します。この場

合において、第 10 条（契約者の電話番号）第 2 項に該当する場

合は、変更前と変更後の電話番号を同一のものとみなして取り扱

います。 

イ 発信利用料及び着信利用料は、2-1-2(加算料)に規定する額に、当

社が測定した接続通信時間（その利用に係る契約者以外の者が行

ったものを含みます。）を乗じて得た額を適用します。 

 

（3）接続通信

時間の測定等 
ア 当社は、本サービスに係る通信の接続通信時間を測定します。 

イ 接続通信時間は、接続先との通信が確立したことを当社が識別し

た時刻から起算し、利用者からの通信終了の信号を受け、その通

信をできない状態にした時刻（当社の設置した電気通信設備（契

約事業者の設備を含みます。）の故障等利用者の責任によらない

理由により接続を打ち切った時刻を含みます。）までの経過時間

とし、当社の機器により測定します。 

（4） 当社の機

器の故障等に

より正しく算

当社の機器の故障等により正しく算定することができなかった場合の

発信利用料及び着信利用料は次のとおりとします。 

 

第１表 料金（附帯サービスの料金を除きます。） 

 第1 利用料金 

2. 適用 

区分 内容 

（1）利用料金

の適用 

利用料金は、2（料金額）に規定するサービス基本料及び加算料を合算

して適用します。 

（2）加算料の

適用 

ア 電話番号利用料は、2-1-2（加算料）に規定する額に、料金月にお

いて利用可能な電話番号数を乗じて得た額を適用します。この場

合において、第 10 条（契約者の電話番号）第 2 項に該当する場

合は、変更前と変更後の電話番号を同一のものとみなして取り扱

います。 

イ 発信利用料、着信利用料及びコール転送利用料は、2-1-2(加算料)

に規定する額に、当社が測定した接続通信時間（その利用に係る

契約者以外の者が行ったものを含みます。）を乗じて得た額を適用

します。 

（3）接続通信

時間の測定等 
ア 当社は、本サービスに係る通信の接続通信時間を測定します。 

イ 接続通信時間は、接続先との通信が確立したことを当社が識別し

た時刻から起算し、利用者からの通信終了の信号を受け、その通

信をできない状態にした時刻（当社の設置した電気通信設備（契

約事業者の設備を含みます。）の故障等利用者の責任によらない

理由により接続を打ち切った時刻を含みます。）までの経過時間

とし、当社の機器により測定します。 

（4） 当社の機

器の故障等に

より正しく算

当社の機器の故障等により正しく算定することができなかった場合の

発信利用料、着信利用料及びコール転送利用料は次のとおりとしま

す。 
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定することが

できなかった

場合の発信利

用料及び着信

利用料の取扱

い 

ア 過去 1年間の実績を把握することができる場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった日の初日

（初日が確定できないときにあっては、種々の事情を総合的に判

断して機器の故障等があったと認められる日）に属する料金月の

前 12料金月の各料金月における 1日平均の発信利用料及び着信

利用料が最低となる値に、算定できなかった期間の日数を乗じて

得た額 

イ ア以外の場合 

把握可能な実績に基づいて当社が別に定める方法により算出した

1日平均の発信利用料及び着信利用料が最低となる値に、算定で

きなかった期間の日数を乗じて得た額 

（注）本欄イに規定する当社が別に定める方法は、原則として、

次のとおりとします。 

(1) 過去 2か月以上の実績を把握することができる場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった日

前の実績が把握できる各料金月における 1日平均の発信利

用料及び着信利用料が最低となる値に、算定できなかった

期間の日数を乗じて得た額 

(2) 過去 2か月の実績を把握することができない場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった日

前の実績が把握できる期間における 1日平均の発信利用料

及び着信利用料又は故障等の回復後の 7日間における 1日

定することが

できなかった

場合の発信利

用料、着信利用

料及びコール

転送利用料の

取扱い 

ア 過去 1年間の実績を把握することができる場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった日の初日

（初日が確定できないときにあっては、種々の事情を総合的に判

断して機器の故障等があったと認められる日）に属する料金月の

前 12料金月の各料金月における 1日平均の発信利用料、着信利

用料及びコール転送利用料が最低となる値に、算定できなかった

期間の日数を乗じて得た額 

イ ア以外の場合 

把握可能な実績に基づいて当社が別に定める方法により算出した

1日平均の発信利用料、着信利用料及びコール転送利用料が最低

となる値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得た額 

（注）本欄イに規定する当社が別に定める方法は、原則として、

次のとおりとします。 

(1) 過去 2か月以上の実績を把握することができる場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった日

前の実績が把握できる各料金月における 1日平均の発信利

用料、着信利用料及びコール転送利用料が最低となる値

に、算定できなかった期間の日数を乗じて得た額 

(2) 過去 2か月の実績を把握することができない場合 

機器の故障等により正しく算定することができなかった日

前の実績が把握できる期間における 1日平均の発信利用

料、着信利用料及びコール転送利用料又は故障等の回復後
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平均の発信利用料及び着信利用料のうち低い方の値に、算

定できなかった期間の日数を乗じて得た額 
 

の 7日間における 1日平均の発信利用料、着信利用料及び

コール転送利用料のうち低い方の値に、算定できなかった

期間の日数を乗じて得た額 
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2.料金額 

（略） 

2-1-2.加算料 

区分 単位 料金額（円） 

電話番号利用料 1の電話番号ごとに月額 300円（330円） 

発信利用料 1回の通信 60秒までごとに 100円（110円） 

着信利用料 1回の通信 60秒までごとに 50円（55円） 

 

 

  

 

 

  

備考 

1. 当社は、発信用と着信用にそれぞれ電話番号を付与します。 

2. 発信可能な電話番号は、株式会社 KDDIウェブコミュニケーションズが Twilio利用規

約に基づき提供する「Twilio」サービスで定める提供条件と同じとします。 

 

 

 

3. 当社の IP通信網サービス契約約款の別冊（シェアードＩＰ－ＰＢＸサービス）に規定

する協定事業者に係る回線との通信に限り行うことができます。 

 

4. 発信用電話番号に着信した場合は、着信利用料は発生しません。 
 

2.料金額 

（略） 

2-1-2.加算料 

区分 単位 料金額（円） 

電話番号利用料 1の電話番号ごとに月額 300円（330円） 

発信利用料 1回の通信 60秒までごとに 100円（110円） 

着信利用料 1回の通信 60秒までごとに 50円（55円） 

コール転送利用料 

（携帯電話番号以外） 

1回の通信 60秒までごとに 8円（8.8円） 

コール転送利用料 

（携帯電話番号） 

1回の通信 60秒までごとに 20円（22円） 

備考 

1. 当社は、発信用と着信用にそれぞれ電話番号を付与します。 

2. 発信可能な電話番号は、株式会社 KDDIウェブコミュニケーションズが Twilio利用規約に

基づき提供する「Twilio」サービスで定める提供条件と同じとします。 

3. 着信（着信した電話をコール転送する場合を含みます。）可能な電話番号は、Twilio Japan

合同会社が Twilio利用規約に基づき提供する「Twilio」サービスで定める提供条件と同じと

します。 

4. 本サービスにおける電話発着信は、当社の IP通信網サービス契約約款の別冊（シェアー

ドＩＰ－ＰＢＸサービス）に規定する協定事業者に係る回線との通信に限り行うことができ

ます。 

5. 発信用電話番号に着信した場合は、着信利用料は発生しません。 
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6. 着信用電話番号へ着信した電話をコール転送する場合は、着信利用料に加えてコール転送

利用料が加算されます。 
 

 

 附則（令和３年12月20日 ＡＰＳ１サ第00861314号） 

（実施期日） 

１ この改正規定は、令和３年12月27日から実施します。ただし、第21条（利用料金の支払義

務）の「本契約の解除があった日を含む料金月までの期間」については、令和４年１月27日か

ら実施します。 

（経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金そ

の他の債務については、なお従前のとおりとします。 

３ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いにつ

いては、なお従前のとおりとします。 

 

  

 

  


